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東京都の半分程度の広大な面積の土砂災害、浸水災害等の災害情報を的確に把握するた
めの、消防団や防災担当職員のリソースが不十分であるという課題がある中、法令に則った災害
現場でのドローンの運用体制構築と実証実験で得られる成果の活用を目指す。

• 航空画像のオルソ化実証回数 1回(2022年度まで)
• 市民による投稿件数 10件(2023年度まで)
• 防災情報プラットフォーム利用率 30%（2030年まで）

目標（KPI）

実行計画

体制

スケジュール

実証内容

実証実験の概要：
ドローンを活用した市民参画型「防災情報プラットフォーム」実証事業

仙北市

サービス利用者

情報提供者

推進主体

令和３年度
仙北市スマートシティ推進コンソーシアム

市民・市内企業と
の連携
・座談会の実施
・説明会の実施
・出前講座の実施
等

意見交換
情報共有
サービス推進

市民・市内企業からの市民目線の
意見を取り入れることにより、すべての
市民がデジタル化の恩恵を享受でき
るコミュニティを目指す

仙北市

市民 地元ドローン
事業者

市民

令和３年度〜４年度：
• 災害対応でのドローン利活用イメージの検証、防災情報プラットフ

ォーム機能拡張の検討
• 防災DXシステム導入に向けた連携協議、人材育成

令和５年度〜７年度：
• 防災DXシステム本格導入に向けた調整、本格導入

以下を実施することで、災害対策およびインフラ維持管理の効率化に向け
た実装が可能かを検証する。

• 市内事業者や市民等が保有するドローンで航空画像を取得し、オルソ
画像化する手法のマニュアル化

• 本市は、誰一人取り残さない「しあわせな未来のいなか」を
目指し、限られた職員・予算で市民の快適な暮らしを実現
するために、国家戦略特区の認定も受けながら、ドローン等
の先端技術の導入を推進している。

• 防災分野においては、令和3年度スマートシティモデルプロジ
ェクトの採択を受け、都市OS（データ連携基盤）と防災情
報プラットフォーム、IoT/AIの導入を行うことによる広範なエ
リアのリアルタイムな状態可視化を一部開始している。

• しかし、IoTでカバーされていないエリアの可視化は実現でき
ておらず、本事業では、本防災情報プラットフォームの機能を
拡張し、市民・企業が保有するドローンおよびスマートフォン
を活用することで、市内全域の速やかな状況把握の実現に
取り組む。

仙北市 コンソーシアム参加企業

先端テクノロジーを活用した
地元企業が運用可能な防災情報プラットフォームの構築

誰一人取り残さない「しあわせな未来のいなか」

気象情報 水位 ドローン 避難所状況 住民投稿

仙北市版
都市OS



災害時において弱者となりうる要支援・要介護者等に関する避難状況・服薬情報・体調等に関する情報を、災
害時支援に必要十分な範囲で情報共有することが必要であるが、平時と有事の情報提供範囲・種類等の
差に関する知見は存在していない。そこで、位置情報を活用した防災アプリ「マイ・ハザード」に、介護・ケアラー向
けコミュニケーションサービスである「ケアエール」を連携し、サービス及びシステムの双方の観点で実証を通じた検
証を行い、防災及び介護DXを推進する

目標（KPI）

実行計画

体制

スケジュール

実証内容

実証実験の概要：命を守るデジタル防災プロジェクト事業
～Phase2：都市OSを通じたヘルスケア領域との連携～ 会津若松市

ケアエール
DB

ケアエール

都市OSを通じた異分野間データ連携
サービス間のオプトイン情報を利用することで、
防災・ヘルスケア間はもちろんのこと、行政・モビ
リティなどのさまざまな分野横断型のデータ連
携が可能に

平時と有事の事前オプトインケースの
使い分け
平時のみならず有事・災害時におけるデータ
取り扱いについて、要支援・介護者等に関す
る避難状況・服薬情報・体調等に関する情報
の連携範囲を都市OSで明示的にオプトイン
することで、行政や病院等も災害時の情報利
活用に戸惑うことなく適切な減災・救助活動
が可能に

災害時における要支援者・介護者の避
難サポート：マイハザード ×ケアエール
マイハザード × ケアエール連携することで、位
置情報や安否情報のみならず、服薬情報・体
調情報等も含めてケアラーや行政等の支援者
と共有し、災害時に弱者となる要支援者・要
介護者等の円滑かつ迅速な避難状況の把
握及び避難所生活のサポートを実施

1

２

３

マイ・ハザード

行政 交通

1

異分野サービス連携による
新たな付加価値の提供

都市OS
（会津若松）

事前オプトインの設定

災害時は安全な避難誘導の
ためにケアエール情報を取得し
ます。同意しますか？

はい

２

いいえ

APIsAPIs

３ 都市OS/APIを通じた
他分野間データ連携

マイ・ハザード及びケアエールサービスを連携し、①災害時における要支援者等の避難サポー
トを実現しつつ、②平時と有事の情報提供範囲（オプトインケース）の使い分けと③都市
OSを通じた異分野間データ連携に関する知見を蓄積するための実証を行う

会津若松市のスマートシティ実行計画全体像は以下の通り。
本事業は、重点分野の一つである防災分野のスマートシティ化/デジタル化を
推進するための事業として官民連携で取り組むものである

目標 KGI／KPI 2030年目標値
市民参加率の向上

地域の活性化
持続性の確保

地域ID登録者数
公示地価の伸び率

経常収支比率

50,000ID
地方平均比＋7%

90％未満

本事業は、計画全体KPIの一つである『地
域ID登録者数の増加』に資するものと整理

実
行
計
画

Ｋ
Ｐ
Ｉ

会津若松市におけるスマートシティ実行計画全体の推進体制は以下の通り。
本事業は、防災WG関連主体で構成した会津デジタル防災協議会で実施

マイ・ハザード及びケアエールはR3年度中に実装（予定）であり、本事業を通じて得た知
見を反映した機能アップデートをR4年度中に実施するとともに、R5年度以降も防災分野と
他分野の連携による機能向上を推進

2023年度以降2022年度2021年度
「マイ・ハザード」及び
「ケアエール」のサービス
リリース

本事業の実証事業を通じた知見の蓄積

知見を踏まえたサービス・都市OSの改修

他分野（医療・モビリテ
ィ・エネルギー等）との
連携

会津デジタル
防災協議会

自主防災組織
町内会

会津若松市

ｱｸｾﾝﾁｭｱ㈱
SOMPO HD㈱※

SAPジャパン㈱※

三井住友海上㈱※

代表:ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ㈱

※R4.2目途で加入予定
【協力】



本事業では、高齢者や障害者の方などの交通移動弱者の方が、実際の日常生活においてサ
イバニックモビリティによる移動支援を受けることで、安心・安全な屋内外移動が可能となることを
実験により実証する。

・交通移動弱者の方にサイバニックモビリティを提
供することで、実際の日常生活において安心・安
全な屋内外移動が可能となることを実証する。
・R4年度において、初期社会実装モデルのサイバ
ニックモビリティを準備し、実証実験を行う。
・当該モビリティの準備、実験、評価、サポート等
は当該実証実験の実務担当組織が行う。
・サイバニックモビリティは、最先端のサイバニクス技
術(人・ロボット・情報系の融合複合技術)により、
人の生理系と一体化され、環境認知機能を有す
る先進的かつ先駆的なモビリティである。

つくば市内の介護施設に入居している移動が大変な高
齢者の方を対象とし、サイバニックモビリティを日常生活の一
部で利用して頂く。評価として、当該モビリティの安全機能
等に関するアンケートを実施し、計測データから安全に移
動支援できていたかを検証する。

①日常利用する交通手段が自家用車である人の割合 83.5%
②高齢者が安心して住み続けられる環境が整 っていると感じる人の割合
34.4%
③スマートシティの推進に係るプロジェクトの利用者満足度 47.2%

目標（KPI）

実行計画

体制

スケジュール

実証内容

実証実験の概要：交通移動弱者の安心・安全な移動支援のための
サイバニックモビリティの初期社会実装事業

つくば

分科会
当該分野の課題解決に貢献する

技術・サービスを保有する会員で構成

モビリティ 行政
サービス

データ連携
基盤

医療福祉
介護

インフラ・
都市デザイン

会長：大井川 和彦 茨城県知事
五十嵐 立青 つくば市長

会員数：74機関（2022年1月現在）

総会

幹事会つくばスマートシティ協議会



駅を核としたスマート・ターミナル・シティに向けて、モビリティを軸とした分野間連携により、移動と暮らしを
支える「ライフサポート型MaaSの構築」に向けた取組（モビリティのモード間連携、モビリティ×商業、モビ
リティ×健康）を展開するとともに、各取組から得られる各種データを用いた効果検証を通じて、ウォーカ
ブルな都市空間・環境の形成を目指す。

目標（KPI）

実行計画

体制

スケジュール

実証内容

実証実験の概要：
モビリティ×商業×健康分野の連携によるエリア価値向上事業

さいたま市

【概要】
駅を核としたスマート・ターミナル・シティを目指し
AI・IoT等のスマート化技術や官民データを活用
し、地域課題・ニーズにきめ細かく対応することで
・施策① 〈モビリティサービスの充実〉により、健
康で環境にやさしい脱クルマ依存型生活行動
を支え、地域回遊性を高めるとともに、

・施策② モビリティと地域経済活動が連携した
〈ライフサポート型MaaSの構築〉により

・施策③ 〈スマートプランニングの高度化・実践
によりウォーカブルな都市空間・環境の形成〉
を促進する。

【先行モデルエリア】

○中心市街地型モデル
（大宮駅・さいたま新都心駅

周辺地区）
高密エリア・商業業務地ゾーン
○郊外住宅地型モデル
(美園地区)
中高密エリア・住宅地ゾーン

※市内先行モデル地区での
実践後、横展開

【施策③】
スマートプランニングによる
ウォーカブルな都市空間・環境の形成

【施策②】
ライフサポート型MaaSの構築

【施策①】モビリティサービスの充実

R2 R3 R4 R5 R6～

AIオンデマンド・シェアモビリティ実証実験
先
行
モ
デ
ル
地
区

で
の
実
装

市
内
他
地
区
・
他
都
市
へ

空地等の計画
都市基盤の計画

スマートプランニング高度化

モード間連携実証（実証1）
地域経済連携実証
（商業分野連携：実証2）
（健康分野連携：実証3）

「市民のウェルビーイングな暮らしを実現する
〈スマートシティさいたま〉」 の実現に向け、
駅を核としたウォーカブルでだれもが移動し
やすい、人中心に最適化された都市空間・
環境を構築。

駅を核とした「スマート・ターミナル・シティ」
「ライフサポート型MaaS」の構築に向け、下記３つのサービス実証を行うとともに、当該サービ
スから得られる移動・購買・運動データ等を用いて、健康増進・脱炭素化に向けた行動変容施
策、地域経済活性化に向けた回遊性向上施策の効果検証を行うことで、ウォーカブルな都市空
間・環境の形成につなげていく。

さいたま市のスマートシティの政策をエリア・分野の拡張のフェーズ
へ進めるにあたり、さいたま市スマートシティ推進コンソーシアム

が推進主体として統括・マネジメントし、各種プレイヤーの参画・連携を促進。

・まちなかの滞留人口・時間
・交通利便性への満足度
・自動車分担率
・グリーンポイント発行量

・再生可能エネルギー導入量
・店舗売上
・身体活動量
・都市OS連携団体数

【凡例】太字：本実証に関わるKPI

さいたま市スマートシティ
推進コンソーシアム

美
園
タ
ウ
ン
マ
ネ

ジ
メ
ン
ト
協
会

(一社)美園タウンマネジメント

さいたま市

(一社)アーバンデザインセンター大宮

都市ＯＳ運営者

都
市
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト 都

市
Ｏ
Ｓ
管
理

サービス提供者

(一社)美園タウンマネジメント
・さいたま市

全体統括

市
民
等

サ
ー
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ス

提
供

フ
ィ
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大学 等
ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ

地
元
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業
者
・
組
織

サ
ー
ビ
ス
受
益

参画
・連携推進主体

【移動の接続】
実証1(モード間接続) 〈中心・郊外〉
利便性向上・環境負荷低減に向け
た
モビリティサービスシームレス化
➡移動機会増加、自家用車から公

共交通への手段転換促進

駅 商業施設住宅街

P

バスタ
スポーツ関連施設
オープンスペース

【移動と目的地の接続】
実証2(モビリティ×商業) 〈中心〉
地域内回遊性向上に向けた1to1マーケテ
ィング
➡移動機会増加、地域活性化
実証３：「モビリティ×健康」 〈郊外〉
健康増進・賑わい創出に向けた日常的な健
康づくりコンテンツサービス活用
➡自家用車から徒歩・自転車への行動変容

促進、運動習慣の定着

本
事
業
対
象



目標（KPI）

実行計画

体制

スケジュール

実証内容

実証実験の概要：3D都市モデルを活用した都市公園の賑わい創出事業 毛呂山町

①：公園利用に関するデジタ
ル申請(まちづくりDXの
プロトタイプ構築)

• 都市公園の民間利用促進
• 申請手続きのデジタル化

③：公園利用効果の定量化
及びアーカイブ化

• 集客データ取得
• 評価とアーカイブ化

②：公園利用に関する町民
への3D都市モデルを
用いた広報戦略

• イベント時の空間利用
• 日常的な公園利用への提案

公園利用の手続きの流れに沿って
3つの実証実験を計画：3D都市モ
デルを用いた申請から広報、評価
まで一気通貫のシステムを構築

【取り組み概要】町民のニーズに基づく町の課題解決：都市公園を中心としたエリアの価値向上と賑わいづくり
【毛呂山町の課題と解決方針】ウォーカブルなまちづくりを進めるためには、地方中小都市では賑わいの核になる場所の創造が
重要だが、まちなかの商業集積は困難であり、パークPFI事業者との連携等も見据えた都市公園を活用した賑わい創出が必要。
さらに、町民にとっては新型コロナによって身近な生活圏構築に対する関心が高まっており、都市公園の魅力化も求められる

【事業内容概要】都市公園の利用申請手続きに沿って、3D都市モデルのプラットフォーム上で完結するシステムを構築
①公園利用事業者の申請手続きのデジタル化・簡素化(県外事業者等の遠隔地からのイベント利用等)→② 3D都市モデルを活用
した町民に分かりやすい広報・普及戦略→③都市公園の空間利用計画に関する知見の蓄積(集客数・回遊・滞在時間の増加)

①公園利用に関するデジタル申請に関するイベント実施
：3件以上の事業者と実証

②公園利用に関する町民への3D都市モデルを用いた広報戦略
：町民や町職員向けの1件以上のコンテンツ作成

③公園利用効果の定量化・アーカイブ化：1件以上のアーカイブ作成

2022年2月 2023年2月 3月4月 9月 12月

イベント時の通行・滞在人口分析と
定量化・プラン評価手法の構築

次
年
度
計
画
策
定

各施策に対してKPIを設定(R4年度)

シ
ス
テ
ム
改
修
計
画

広報戦略の作成

公
園
の
3D
都
市
モ
デ
ル
構
築

①デジタル申請
(まちづくりDX)

③公園利用効果
の定量化及び
アーカイブ化

②3D都市モデル
を用いた広報
戦略

⬇ 検証 ⬆ フィードバック

フィードバック
システム改修

⬇ 検証 ⬆ フィードバック

7月

デジタル申請手法のプロト
タイプ構築

都市公園における複数回のイベント実施・蓄積

各施策に関するR4年度中のスケジュール

【実証内容③】
• 携帯GPS統計データによるイベント時の公園内の通行人口と滞在人口

の把握・分析、空間利用計画の評価
• パークPFI事業者の参画意欲向上のためのイベント実績のアーカイブ化

【先進性③】
• 都市公園における空間利用計画が定量的に評価可能な手法の構築
• アーカイブ化による都市公園利用のノウハウの蓄積

3D都市モデルを活用したプラットフォームのイメージ 都市公園でのイベント実施イメージ

毛呂山町

朝日航洋

日建設計総合研究所

都市公園利用事業者
・はたおと
・齋藤材木店 等

もろやま創成舎

・都市公園活用に係る関係
部局との協議・調整

・3D都市モデルの普及調整
・市民へのPR
・3D都市モデルの構築
・インターフェース開発
・事業調整、効果検討
・事業モデル検討

・事業モデルの検証

・申請手続き実証の評価
・効果検討結果の評価
・継続利用に関する意向等

■本事業の実施体制
■将来事業モデルの考え方

先進的技術やデータを活用したスマートシティの実現手法検討及び
実証調査(その４)   (毛呂山町スマートシティ先行モデル事業協議会)

地域課題解決に先進技術を単独先行導入するのではなく、自治体職員や住民が先進的な取り組
みを自分事として捉えることができ、積極的に必要な専門知識・高度な未来技術を習得・実行
する「ヒトのアップデートにより推進するスマートシティ化」（ヒトのスマート化）をまちづ
くり会社を主軸として取り組む。

毛呂山町

住民（消費者）

出店企業

協議会

￥運営費 開発・運営

￥出店料

管理
委託

¥商品購入

出店
手続き

イベント
企画許可
手続き

出店管理

￥利用料

出店
許可

￥運営
補助

もろやままちづくり
DXサービス

公園利用の手続きの
流れ

公園
PFI
事業者

イベント事業者と町職員、町民に対する3D都市
モデルの利用体験会のトライアル・意見収集

■本事業全体の概要 企画段階

イベント前・普及啓発

実証実験後アーカイブ

【実証内容①】
• イベント事業者と町職員にトライアルで3D都市モデルの利用体験会を実
施、意見収集

• デジタル申請のプロトタイプ構築と実証
【先進性①】

• 3D都市モデルのプラットフォーム上における公園利用の協議・調整・申
請のワンストップサービスの実現

【実証内容②】
• 町民による実証①のプロトタイプ体験
• 町民に対するアンケート等による満足度調査

【先進性②】
• 3D都市モデルによる公園利用の普及啓発
• コロナ時代の、町民の生活圏における外出先の新たな選択肢として都市

公園を有効活用

Y4.com

アーベルソフト

分析屋

・健康増進企画､アプリ提供

・デジタル申請ワーク
フロー開発・連携

・庁内作業のRPA化等



病院情報システムと街のサービスの連携に向けた設計と遠隔チェックインシステムとの連携効果を一部先行的
に検証することで社会化実装に向けた実証実験の加速化を目指す。

目標（KPI）

実行計画

スケジュール

実証内容

実証実験の概要：IoT技術の導入による患者の
待ち時間軽減と院内業務効率化事業

柏の葉

病院情報システムと街のサービスの連携に向けた設計と遠隔チェックインシステムとの連携
効果を一部先行的に検証することで社会化実装に向けた実証実験の加速化を目指す。

Health Information Exchange(HIE) 
supported by FHIR standards.

現在病院内のクローズな環境で構築されている病院情報システムを街のサービスとの連携のためにオープ
ンにする。遠隔チェックインシステム=病院情報システム間のデータ連携を推し進めることで遠隔チェックインシ
ステムの大規模実証の実現の加速化を目指す。また、国際標準規格を用いることで様々な街のサービス
（MaaS等）との連携拡大の可能性を創出できる。

病院情報システム 遠隔チェックインアプリ

大規模実証の実現

1.病院情報システムを街のサービスと連携するために国際標準規格にてAPI連携設計を行う。
病院情報システムが街と連携するために必要なデータについて国際標準規格であるHL7 FHIR形
式にてAPI連携設計を行う。

2.遠隔チェックインと病院情報システムの連携効果を検証する。
病院情報システムと遠隔チェックインシステムのデータ連携を行う。システム間のデータ連携が可能と
なることで病院での遠隔チェックインシステムを活用した大規模実証へと繋がる。
※システム間連携までは実証する予定だが、実患者での実証については開発状況次第で検討

2.遠隔チェックインと病院情報システムの連携効果を検証する。
API連携設計に基づき一部システム間連携を実施し連携効果を検証する。

1.病院情報システムを街のサービスと連携するために国際標準規格にてAPI連携
設計を行う。国際標準規格であるHL7 FHIRにてAPI連携設計を行う。

本実験により標準規格によるAPI連携が実証されることで、大規模な効果検証を行うこと
ができ病院待ち時間の減少、院内業務の効率化が期待できる。
さらには、他サービスとの連携可能性の拡大、横展開可能なシステムの構築に繋がる。

FHIR:Fast Healthcare Interoperability Resources

従来の連携方式 RESTful API(FHIR)

Web技術を採用し短期間で既存の医療情報部
システムの情報を活用した相互運用性を確保で
きるリソースである。
用途別にAPIの個別実装が不要で同じリソースを
新たな用途にも展開可能である。仕様が明確で
あるためクライアント側、サーバ側も実装が容易で
ある。

病院情報システムのデータを街のサービスと連携するため国
際標準規格HL7 FHIRにて連携仕様の設計を行う。遠隔
チェックインシステムとの連携効果について検証を行う。

体制



地区滞在者、特に災害時の要配慮者でもある車椅子ユーザーをモデルに、防災×バリアフリーに
関しての地上・地下の官民データを収集・活用する方法と都市の管理・活用を高度化する機能
を見出す事業。
汎用的なエリア内のPOI取得方法及び3Dへのデータ重畳(2D・3Dを活用)手法を検討、都市
再生安全確保計画と検討・取組を連動・反映。

目標（KPI）

実行計画

スケジュール

実証内容

実証実験の概要：大丸有デジタルツイン活用実証事業 大丸有

「エリアマネジメントのデジタルトランスフォーメーション」モデルの実現

■対象エリア：■対象区域のビジョン
1. 時代をリードする国際的なビジネスのまち
2. 人々が集まり賑わいと文化のあるまち
3. 情報交流・発信のまち
4. 風格と活力が調和するまち
5. 便利で快適に歩けるまち
6. 環境と共生する持続可能なまち
7. 安全・安心なまち
8. 新技術やデータを活用するスマートなまち
9. 地域、行政、来街者が協力して育てるまち

体制
●実行体制

1
大丸有まちづくり協
議会スマートシティ
推進委員会

幹事、推進統括

2
大丸有安全確保計
画作成部会（デー
タ活用検討チーム）

ユースケースのエリア
内実装に向けた共同
検討主体

3 株式会社ゼンリン
バリアフリーWG参画、
地図・POI情報の検
討受託

4 株式会社NTTデー
タ

スマートシティ推進委
員会、都市OS関連
の検討受託

バリアフリーWG

＜提案主体＞
大丸有地区スマートシティ推進コンソーシアム官民

連携

エリ
マネ
連携

大手町・丸の内・有楽町地区
まちづくり協議会

ースマートシティ推進委員会－

東京都 千代田区 大丸有まちづくり
協議会

都市再生安全確保計画作成部会
（データ活用検討チーム）

ユーザー満足度 50%
※ユーザー側利用者への詳細なインタビュー
により、システムの満足度を評価

R3 2022年度（R4）
3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

実証

3Dデータ整備

POI整備

3Dへのデー
タ重畳検討

実証用システム構築

ガイドライン化

実験プレリリース

★
報
告

・大丸有ワーカー・来街者向
けの、 移動の迅速化・分か
りやすさ・ バリアフリー・混
雑回避環境の提供

・大丸有ワーカー・来街者向
けの、 巨大災害発生時に
おける 安全・安心な環境
の提供

２０３０年のSDGs達成に向け、都心の成熟した持続可能な発展を、イノベーションとテクノロジー
による仕組みの再編・構築により、エリアマネジメント・公民協調で実現するため、大丸有スマートシ
ティ実行計画及び実行計画詳細版を策定。

■区域の発展的課題
区域の発展的課題の4象限から検証優先順位の高いテーマを
選定し、WGを運営しながらスマートシティ化を推進
・官民敷地、建物内外分断なく、また地上・地下・複層階にわ
たるデータが必要となる。これらが整備・更新され、複合用途に
活用できるデータ形式・変換・連携の仕組みが整理され、バリ
アフリーなデジタルツイン環境が形成されることを目指す。

・マップを活用する際に必要なPOI、ネットワーク、 活用に向け
た課題を把握

●検討メンバー・データ連携先（予定）
JR東日本コンサルタンツ株式会社
（安確データ活用検討メンバー）

三菱地所株式会社(バリアフリーWG参画済)

方向性❶地区滞在者、特に災害時の要配慮者でもある「車椅子ユーザー」が平時・非常時ともに地
上・地下の有効な移動経路を判断できるシステム開発・評価
方向性❷関係者で防災に資する情報（避難経路等）を確認できるシステム開発・評価

大丸有まちづくり協議
会・産業技術総合研

究所・三菱地所・
NTTデータの共同研

究体制（予定）

エリアマネジメント団体連携
*リガーレ・エコッツェリア・駐車協・TMIP等

大丸有版都市OS

大丸有エリマネ・運営ツール

ゼンリン地図基盤

大丸有アプリシリーズ
(仮称)ユーザーフレンドリー

ルート・施設マップ
管理・検証用viewerアプリ

大丸有版MaaS事業
MaaS事業で開発した
Oh MY Map!アプリにお
けるフレームワークの活
用を想定

• 車椅子ユーザー等が日常・非日
常ともにPOI・稼働状況を確認で
きるviewerを整備。

• 既存災害ダッシュボードとの連携

• エリア内の防災・バリアフリー関連
POIを重畳検証可能な3D都市
viewerを整備

• 既存災害ダッシュボードとの連携

基
盤

デ
ー
タ

サ
ー
ビ
ス
・
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン

①動的情報 ②準動的情報 ③準静的情報 ④静的情報
• 人流・混雑情報
• 発災状況

• トイレの満空
• 工事・点検箇所 • 工事・点検予定 • 施設POI

提
供

東京ステー
ションナビ

• JR東京駅エリ
アとも活用・連
携を検討

ステナビ基盤

連携連携検討

サービサー/利用者 /  ビル管理者/交通事業者/まちづくり団体 /  地図製作会社



竹芝



生産年齢人口の減少に対応するための生産性向上や新型コロナウイルス感染症拡大を踏まえた
非接触サービスの提供の必要性から、ロボットによる業務代替やサービス提供の社会的要請が高
まっている。これに応えるためにロボットのシームレスな移動の実現や様々なニーズに対応できる
適応力が求められる。本実証実験では、ロボットサービスの実装に向けた技術的課題・サービス課
題の解決を目指す。

目標（KPI）

実行計画

体制

スケジュール

実証内容

実証実験の概要
羽田空港跡地第１ゾーン整備事業（第一期事業）

羽田

実証実験のスケ
ジュール

空間情報データ連携基盤「3D K-Field」（＝サイバー空間）を構築の上、先端
技術を活用したサービスの区域内への実装（2022年度以降）、新たなサービ
ス・ビジネスモデルの大田区全域をはじめとした全国への横展開を目指す（
2023年度以降）。

サイバー空間＝３D K-Field

現実空間

遠隔観光

スマートモビリティ スマートヘルスケアスマートロボティクス スマートツーリズム

データを
集める

データを
活かす

データ可視化サービス高度化

現実空間

サイバー空間＝３D K-Field

自動運転ﾊﾟ
ｰｿﾅﾙﾓﾋﾞﾘﾃｨ

自動走行
低速電動

ｶｰﾄ
自動運転

バス 自動清掃 自動配送 アバター
ロボット

AR
コンテンツ

健康ﾎﾟｲ
ﾝﾄｻｰﾋﾞｽ

健康改善
ｻｰﾋﾞｽ

実証実験
スケジュール

R3 R4
3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

実証実験設計

実験環境構築

実証実験実施

とりまとめ

ﾛﾎﾞｯﾄ導入数：10種・50台

ﾛﾎﾞｯﾄによる代替業務数：10業務

ﾛﾎﾞﾃｨｸｽｻｰﾋﾞｽ利用者満足
度：80％
業務効率化率：現状比20％減

小目標中目標

ロボットデリバリーサービスの技術的課題・サービス課題の解決を図ることを目的に、以下
の実証を実施。

実証実験③
ロボット制御システムと複数
エレベータ制御システム連携

実証実験①
複数台・複数種類ロボット

同時管制

実証実験②
サブギガ帯IoT無線技術を

活用した通信環境改善

飲食店舗

Ａ社
ＥＶ

Ｂ社
ＥＶ

エレベータ制御
システム①

エレベータ制御
システム②

ロボットデリバリー
システム

ロボット制御
システム

空間情報データ連携基盤の地
図情報を活用
空間情報データ連携基盤でロ
ボット等の情報を統合監視連携

大田区（都市管理者）

㈱日本総合研究所

羽田みらい開発㈱・鹿島建設㈱

スマートシティ実行計画推進・モニタリング

全体統括

調整・とりまとめ

配送ﾛﾎﾞｯﾄｴﾚﾍﾞｰﾀ制御
ｼｽﾃﾑ

通信環境
改善

ﾛﾎﾞｯﾄ制御
ｼｽﾃﾑ

ﾃﾞﾘﾊﾞﾘｰ
ｻｰﾋﾞｽｼｽﾃﾑ

TIS㈱ ㈱三菱電機

東芝ｴﾚﾍﾞｰﾀ㈱ ＮＩＣＴ※

ｱｼﾞｱｸｴｽﾄ㈱ ｱﾝﾄﾞﾛﾎﾞﾃｨｸｽ㈱

㈱QBIT

※国立研究開発法人情報通信研究機構

羽田第１ゾーンスマートシティ推進協議会



ﾓﾃﾞﾙｴﾘｱ157haで来街者・居住者の意向に合わせ移動手段を選択できる未来を志向
現状では、駐車場混雑緩和、周辺道路渋滞緩和、回遊促進などが交通課題
周辺道路のﾘｱﾙﾀｲﾑ混雑状況を取得、情報発信で課題解決を試行（回遊促進は関連事業予定）

目標（KPI）

実行計画

体制

スケジュール

実証内容

実証実験の概要：ﾘｱﾙﾀｲﾑ混雑情報発信事業 岡崎市

事前分散
誘導先

駐車場群

リアルタイム対策
誘導先 駐車場群

都市再生

ｳｫｰｶﾌﾞﾙ推進

ｽﾏｰﾄｼﾃｨ実現

交通分野で実装の
電動サイクルシェア
事業に加え、地域課
題解決に向け右記
実証を行う。

安全

快適

商業 観光

防災 環境

交通

健康

【ビジョン】
移動手段をスマートに選択できる未来

【現状の課題】

駐車場
混雑緩和

周辺道路
渋滞緩和

回遊促進

【実証概要】

混雑地以外の市街地駐車場へ
分散誘導

リアルタイム対策

（関連事業予定）事前分散誘導

リアルタイム混雑状況把握

ナビアプリ ポップアップ誘導

駐車場とモビリティのセット予約

駐車場と乗船のセット予約

観光船ﾙｰﾄ駐車場満空アプリ分散誘導

先行ﾓﾃﾞﾙ事業（ﾘｱﾙﾀｲﾑ対策）を補完する関連事業
。事前分散誘導を電動ﾏｲｸﾛﾓﾋﾞﾘﾃｨ、観光船、駐車
場とセット予約展開を試行（ﾌﾘﾝｼﾞﾊﾟｰｷﾝｸﾞ）

岡崎スマートコミュニティ推進協議会

岡崎市企画課
観光推進課
都市計画課
都市施設課

NTT西日本株式会社

日本工営株式会社

アドバイザー：東京大学 西成教授

NECｷｬﾋﾟﾀﾙｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ株式会社

R4.1～3 R4.4～6 R4.7～9 R4.10～12 R5.1～3

実
証

関係者
調整

ナビアプリポップアップ件数
駐車場アプリアクセス件数
誘導先駐車場利用件数

ﾓﾋﾞﾘﾃｨﾙｰﾄ

予
約

関連事業予定

システム構築
動作確認

効果検証
報告書作成

ｾﾝｼﾝｸﾞ技術でﾘｱﾙﾀｲﾑの
混雑情報を取得

取得情報をもとにﾅﾋﾞｱﾌﾟﾘ
へﾎﾟｯﾌﾟｱｯﾌﾟ等で誘導駐車
場の情報を発信

先行ﾓﾃﾞﾙ事業



デジタルツイン上で洪水・浸水を再現したうえで、被災者位置情報・避難所情報(緯度経度・階数・
収容人数など)をもとに、避難誘導アプリを介して最適な避難方法を表示する。
この際、避難所の収容可能人数・混雑状況を推計し、受入困難な避難所から、代替となる避難所
への誘導等を行うことを検討する。また、今後の最適な避難所配置等を推計する。

既存スマートシティ目標（KPI）のうち、安全・安
心なまちづくり/地域の防災拠点等の防災力強
化(1ヵ所の設置 ～2025年度末)

目標（KPI）

実行計画

体制

スケジュール

実証内容

実証実験の概要：グリーン・サステナブルけいはんな事業
（デジタルツイン×避難誘導実証）

けいはんな

R4.4 R4.5 R4.6 R4.7 R4.8 R4.9 R4.10

設計・データ収集
PF構築・接続

稼働・検証
とりまとめ

都市OS

けいはんなデジタルツイン 避難誘導アプリ

人流データ 避難所情報

フィジカル空間サイバー空間

• 都市OSを介してシミュレーションの結果と避
難誘導アプリを連携

• 位置・属性を踏まえたパーソナライズ通知
／位置情報に応じた誘導等

スマートけいはんな
プロジェクト推進協議会 京都府

一般社団法人京都スマー
トシティ推進協議会

ダッソー・システムズ
株式会社

エヌ・ティ・ティ・コミュニケー
ションズ株式会社

申請主体 本事業実施体制

• 今後の最適な避
難所配置等の推
計について、デジタ
ルツイン活用も検
討

後続フェーズ検討・準備 後続フェーズ

けいはんな既存スマートシティ実行計画をアップ
デートし、デジタルツインを活用した防災サービス
の高度化に取り組む。

デジタルツイン上で
洪水・浸水をシミュ
レーション
都市OSを介して
避難誘導アプリと
連携

青字が今回実証内容

避難誘導アプ
リを用いた
フィールド実証

• 都市OS上でデータを
一元的に管理

代表

• ユーザーの位
置・属性、避
難所の混雑
状況に応じ
た最適ルート
表示



目標（KPI）

実行計画

体制 スケジュール

実証内容

実証実験の概要：防災道の駅中心の防災対応高度化・自動化事業 すさみ町

・すさみ町のおいては、南海トラフ地震リスクや大雨・台風の高リスクな立地、高齢化の人口減に
よる災害発生時の人手不足、年間80万人訪れる観光客への災害発生前後における情報発
信が課題となっており、ドローン/スマートフォンを活用した自動化・効率化された防災対策、住民
や観光客へ現地での的確な情報発信、にて安心安全で快適な町づくりを推進する

・複数ドローン飛行を前提としたシミュレーション環境構築による、
ドローン航行事前準備での現地作業効率化の実現、シミュレーション結
果からの飛行申請作成の実施（2023年3月末まで）

・今回、2022度から以下の技術を既存事業に追加実施する
技術1:安心安全なドローン配送に向け3DMAPシミュレーション環境整備

・すさみ町のおいては、「すさみ町まち・ひと・しごと創生総合戦略」をもと
に策定したスマートシティ戦略を策定し戦略に沿って取組を実施

・すさみスマートシティ推進コンソーシアムにて本事業を推進する
・2022末以降から技
術1を追加した実証実
験実施予定
・2024年度以降にて
社会実装に向けた開発
、導入を進める予定



目標(KPI)

実行計画

体制 スケジュール

実証内容

実証実験の概要： 荒尾ウェルビーイングスマートシティ （ヘルスケア分野）
荒尾市

PoC（概念検証）
本サービスが行動変容に実際に繋がるかどうか（KPIに寄する
かどうか）
PoT（技術検証）
サービス/アプリ/デバイスの仕様や品質が市民の日常利用に
耐えうるか
PoB（事業検証）
事業として成立するか（売上、コスト、参画事業者の見込み 等）

⇒健康的な生活への行動変容
（健康習慣を継続的に実行している市民の割合）

・各種デバイスにてセンシング後、地域住民に生活習慣改善アプリを利用しフォローして
いく実証実験※過去２回行ってきた実証実験（PoC/PoT/PoB）を踏まえ、実際に社会実
装していくためのビジネススキームを具体化するための活動
・アプリを使って、リコメンドをすることも含めてビジネスとして成立するかの実証

さりげないセンシングによるスマートヘルスケア実証実験（第３弾）

あらおスマートシティ推進協議会

<正会員> 荒尾市、JTB総合研究所、グローバルエンジニアリング、三井物産、
有明エナジー、NTTドコモ、NECソリューションイノベータ、UR都市機構

<アドバイザー会員> 東京大学、COI東北拠点（東北大学）
<サポート会員＞ ITID

地方公共団体代表：荒尾市
民間事業者等代表：JTB総合研究所

データ利活用部会 ヘルスケア部会 エネルギー部会 モビリティ部会 防災・見守り部会

社会実装に向けビジネススキーム
を具体化するための実証実験 段階的に実装

2022年 2023年～

事業全体の中のヘルスケア分野について今回実証実験を行う

生活習慣改善アプリを用いたヘルスケアサービスを実際の
市民の日常生活で利用する実証実験にて下記検証を行う

ヘルスケア部会を中心に遂行し、協議会通して相乗効果を図る

2022年は実証実験を通してビジネススキームを具体化し、
2023年以降、段階的に実装を行っていく

健康寿命の延伸（平均自立期間）

男性：（R1）78.9年→（R7）79.5年
女性：（R1）83.8年→（R7）84.4年


